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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

回次
第70期

第３四半期
連結累計期間

第71期
第３四半期
連結累計期間

第70期

会計期間
自 平成26年３月21日
至 平成26年12月20日

自 平成27年３月21日
至 平成27年12月20日

自 平成26年３月21日
至 平成27年３月20日

完成工事高 (千円) 27,663,872 28,979,290 38,891,951

経常利益 (千円) 1,102,507 1,666,808 1,775,484

四半期(当期)純利益 (千円) 657,113 998,819 1,059,175

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 1,323,826 984,650 2,109,163

純資産額 (千円) 17,673,223 19,636,637 18,663,506

総資産額 (千円) 25,875,818 29,299,336 28,840,795

１株当たり四半期(当期)純利益
金額

(円) 25.88 39.44 41.72

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 68.3 67.02 64.7
 

 

回次
第70期

第３四半期
連結会計期間

第71期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年９月21日
至 平成26年12月20日

自 平成27年９月21日
至 平成27年12月20日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 12.73 18.85
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．完成工事高には、消費税等は含まれていない。

　　 ３. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。

 なお、ヤマト.イー・アール株式会社は、平成27年３月20日をもって解散し、平成27年９月17日に清算結了した。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はない。

 なお、重要事象等は存在していない。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新興国経済の減速や資源価格下落等の懸念材料があるもの

の、政府・日銀による経済政策の効果等により、企業収益や雇用・所得環境が改善する等、景気は緩やかな回復

基調で推移した。

建設業界においては、政府建設投資が底堅く推移し、民間設備投資も企業収益が改善する中で、緩やかな増加

基調を続けており、受注環境は比較的堅調に推移した。その一方で、資機材の高騰や技能労働者不足による労務

費のコストアップ問題等が長期化してきており、当社グループを取り巻く経営環境の先行きは依然として楽観で

きない状況にある。

このような経営環境のもと、当社グループは総力をあげて当社グループの独自の技術・商品を活用した積極的

な営業活動、経営の効率化を推進してきた。この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、受注工事高が前年

同四半期比10.4％増の364億９千万円、完成工事高が前年同四半期比4.8％増の289億７千９百万円、営業利益が

前年同四半期比57.9％増の15億２千６百万円、経常利益が前年同四半期比51.2％増の16億６千６百万円、四半期

純利益が前年同四半期比52.0％増の９億９千８百万円となった。

なお、当社グループの完成工事高は、通常の営業形態として、上半期に比べ下半期、特に第４四半期連結会計

期間に偏る傾向がある。

 
（2）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産残高は、前連結会計年度末比４億５千８百万円（1.6％）増の292億９千

９百万円となった。資産の部については、受取手形・完成工事未収入金が８億３千２百万円減少したが、有形固

定資産が９億３千万円増加した。

負債の部については、前連結会計年度末比５億１千４百万円（5.1％）減の96億６千２百万円となった。未成

工事受入金が10億３百万円増加したが、工事未払金が３億９千１百万円、未払法人税等が４億５千４百万円それ

ぞれ減少した。

純資産の部については、前連結会計年度末比９億７千３百万円（5.2％）増の196億３千６百万円となった。四

半期純利益を計上した結果、利益剰余金が10億３千１百万円増加した。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はない。

 

（4）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費は９千万円である。なお、当第３四半期連結累計期間において

当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 60,000,000

計 60,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年12月20日)

提出日現在発行数(株)
(平成28年２月１日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 26,927,652 26,927,652
東京証券取引所
(市場第一部）

単元株式数
100株

計 26,927,652 26,927,652 ― ―
 

　(注) 平成27年７月30日開催の取締役会決議により、平成27年９月１日付で単元株式数を100株に変更している。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はない。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はない。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はない。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年12月20日 ― 26,927,652 ― 5,000,000 ― 4,499,820
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができないので、直前の基準日である平成27年９月20日現在の株主名簿により記載している。

① 【発行済株式】

   平成27年９月20日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

1,656,900
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

25,243,300
252,433 ―

単元未満株式 普通株式  27,452 ― ―

発行済株式総数 26,927,652 ― ―

総株主の議決権 ― 252,433 ―
 

(注) １　発行済株式はすべて普通株式である。

２　「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が3,000株（議決権30個）含

まれている。

３　「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式が77株含まれている。

 

② 【自己株式等】

  平成27年９月20日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ヤマト

群馬県前橋市古市町
118番地

1,656,900 ― 1,656,900 6.15

計 ― 1,656,900 ― 1,656,900 6.15
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はない。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成27年９月21日から平成

27年12月20日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年３月21日から平成27年12月20日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月20日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月20日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 2,936,254 2,966,317

  受取手形・完成工事未収入金 11,601,633 ※2  10,769,117

  有価証券 20,134 －

  未成工事支出金等 2,118,918 2,331,199

  その他 386,549 610,145

  貸倒引当金 △45,910 △39,448

  流動資産合計 17,017,578 16,637,331

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 2,187,617 2,690,485

   その他（純額） 2,334,010 2,761,552

   有形固定資産合計 4,521,628 5,452,037

  無形固定資産 129,861 127,520

  投資その他の資産   

   投資有価証券 6,858,990 6,772,001

   その他 316,115 310,445

   貸倒引当金 △3,379 △0

   投資その他の資産合計 7,171,726 7,082,446

  固定資産合計 11,823,216 12,662,005

 資産合計 28,840,795 29,299,336

負債の部   

 流動負債   

  工事未払金 5,391,484 4,999,800

  未払法人税等 590,571 136,038

  未成工事受入金 909,016 1,912,898

  賞与引当金 592,528 312,019

  引当金 51,001 60,260

  その他 1,224,992 1,162,307

  流動負債合計 8,759,593 8,583,324

 固定負債   

  役員退職慰労引当金 210,624 211,981

  退職給付に係る負債 685,380 300,066

  その他 521,691 567,325

  固定負債合計 1,417,695 1,079,373

 負債合計 10,177,288 9,662,698
 

 

EDINET提出書類

株式会社ヤマト(E00138)

四半期報告書

 7/16



 

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月20日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月20日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,000,000 5,000,000

  資本剰余金 4,499,820 4,499,820

  利益剰余金 7,945,791 8,977,456

  自己株式 △459,598 △503,962

  株主資本合計 16,986,014 17,973,315

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,471,389 1,456,137

  退職給付に係る調整累計額 206,102 207,184

  その他の包括利益累計額合計 1,677,492 1,663,322

 純資産合計 18,663,506 19,636,637

負債純資産合計 28,840,795 29,299,336
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年３月21日
　至 平成26年12月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年３月21日
　至 平成27年12月20日)

完成工事高 27,663,872 28,979,290

完成工事原価 25,482,867 26,202,719

完成工事総利益 2,181,004 2,776,571

販売費及び一般管理費 1,214,529 1,250,161

営業利益 966,475 1,526,409

営業外収益   

 受取利息 4,959 5,353

 受取配当金 99,679 118,454

 受取賃貸料 16,125 17,053

 その他 39,182 22,141

 営業外収益合計 159,947 163,004

営業外費用   

 支払利息 10,146 9,301

 賃貸費用 8,658 8,757

 その他 5,111 4,546

 営業外費用合計 23,915 22,604

経常利益 1,102,507 1,666,808

特別利益   

 固定資産売却益 17,475 －

 投資有価証券売却益 1,188 3,987

 特別利益合計 18,663 3,987

特別損失   

 固定資産処分損 － 11,525

 特別損失合計 － 11,525

税金等調整前四半期純利益 1,121,170 1,659,271

法人税、住民税及び事業税 356,235 461,863

法人税等調整額 107,822 198,588

法人税等合計 464,057 660,451

少数株主損益調整前四半期純利益 657,113 998,819

四半期純利益 657,113 998,819
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年３月21日
　至 平成26年12月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年３月21日
　至 平成27年12月20日)

少数株主損益調整前四半期純利益 657,113 998,819

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 666,713 △15,251

 退職給付に係る調整額 － 1,082

 その他の包括利益合計 666,713 △14,169

四半期包括利益 1,323,826 984,650

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,323,826 984,650
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

(連結の範囲の重要な変更）

前連結会計年度に連結子会社であったヤマト.イー・アール株式会社は、清算結了により、連結の範囲から除外

している。

 
(会計方針の変更)

(退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の平

均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額

を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更している。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減している。

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が365,094千円減少し、利益剰余金が

235,923千円増加している。また、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利

益に与える影響は軽微である。

　

(追加情報)

　　　(法人税率の変更等による影響）

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税

率及び法人事業税率が変更されることとなった。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する

法定実効税率は、従来の35.4％から、平成28年３月21日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異に

ついては32.8％に、平成29年３月21日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については

32.1％に変更となる。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が48,322千円、その他有価

証券評価差額金が69,380千円、退職給付に係る調整累計額が10,120千円、法人税等調整額が31,179千円それぞれ

増加している。

　

(四半期連結貸借対照表関係)

 

 　１ 受取手形裏書譲渡高

 

 
前連結会計年度

(平成27年３月20日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月20日)

受取手形裏書譲渡高 98,548千円 140,042千円
 

 

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理している。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が、

四半期連結会計期間末残高に含まれている。

 

 
前連結会計年度

(平成27年３月20日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月20日)

受取手形 ― 千円 100,474千円
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(四半期連結損益計算書関係)

 

　１ 売上高の季節的変動

前第３四半期連結累計期間(自 平成26年３月21日 至 平成26年12月20日)及び当第３四半期連結累計期間(自 

平成27年３月21日 至 平成27年12月20日)

当社グループの完成工事高は、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中しているため、第

１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比べ、第４四半期連結会計期間の完成工

事高が著しく多くなるといった季節的変動がある。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりである。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年３月21日
至 平成26年12月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年３月21日
至 平成27年12月20日)

減価償却費 182,701千円 227,159千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成26年３月21日 至 平成26年12月20日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月17日
定時株主総会

普通株式 152,377 6 平成26年３月20日 平成26年６月18日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はない。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はない。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成27年３月21日 至 平成27年12月20日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月16日
定時株主総会

普通株式 203,078 8 平成27年３月20日 平成27年６月17日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はない。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はない。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　前第３四半期連結累計期間(自　平成26年３月21日　至　平成26年12月20日)

当社グループは設備工事業単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略している。

 

　当第３四半期連結累計期間(自　平成27年３月21日　至　平成27年12月20日)

当社グループは設備工事業単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略している。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年３月21日
至 平成26年12月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年３月21日
至 平成27年12月20日)

１株当たり四半期純利益金額    25円 88銭 　39円 44銭

    (算定上の基礎)   

 四半期純利益金額（千円） 657,113 998,819

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 657,113 998,819

   普通株式の期中平均株式数（千株) 25,391 25,324
 

(注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

(重要な後発事象)

　該当事項なし。

 

 

２ 【その他】

　該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年２月１日

株式会社　ヤマト

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   宮　一　行　男    印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   川 村 英 紀    印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヤマト

の平成27年３月21日から平成28年３月20日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成27年９月21日から平成27

年12月20日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年３月21日から平成27年12月20日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤマト及び連結子会社の平成27年12月20日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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